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Infomart (Beijing) Consulting Limited Company設立に関するお知らせ 

 

当社は、2009 年 6 月 12 日開催の取締役会において、標記の連結子会社（孫会社）設立に関する事項を下記の

とおり決議いたしましたのでお知らせいたします。 

記 

1. 設立の目的 

  2009 年 5 月 8 日のお知らせのとおり、当社が展開しているフード業界企業間電子商取引（BtoB）プラットフ

ォーム「FOODS Info Mart（以下、「FIM」）」のシステム及び運営ノウハウを海外に展開するため、株式会社イン

フォマートインターナショナル（香港 董事長：米多比 昌治、以下「IMI」）を設立いたしました。 

  「IMI」は、5 月 15 日、北京中烹协美食文化发展有限公司（英文名称 China Cuisine Association (Beijing) 

Food Culture Co., Ltd、北京市宣武区 法人代表：林寧、以下「Kfood 」（※））とソフトウェアライセンス契約等を

締結いたしました。 

今回、さらに中国において「FIM」の普及を強力かつ円滑に推進していくため、 

（１） 中国国内への「FIM」サービス展開の拠点 

（２） 北京地区を始めとした中国国内への「FIM」コンサルティングの実施 

以上を目的とした、「IMI」が全額出資する Infomart (Beijing) Consulting Limited Company を 2009 年 7 月（予

定）に設立することとなりました。 

 

（※）「Kfood」・・・中国政府より飲食業界の管理を委託されている中国最大の料理協会団体である中国烹饪协

会（英文名称 China Cuisine Association、北京市西城区 会長：蘇秋成）と、飲食店情報提供サイト

100du.com を運営する、北京卡拉互动科技有限公司（英文名称 Beijing Kala Interactive Technology 

Limited、北京市宣武区 法人代表：林寧）の合弁会社。 

 

2. Infomart (Beijing) Consulting Limited Company の概要 

（1） 商号 易安天下(北京)咨询有限公司 

（英語表記：Infomart (Beijing) Consulting Limited Company） 

（2） 代表者 董事長 米多比 昌治 (当社専務取締役) 

（3） 所在地 中国北京市宣武区 

（4） 設立予定日 2009 年 7 月(予定) 

（5） 決算期 12 月 

（6） 資本金 100 万ＵＳドル (予定) 

（7） 主な事業の内容 中国におけるフード業界企業間電子商取引プラットフォーム 

｢フーズインフォマート( FOODS Info Mart )｣のコンサルティングサービス

（8） 役職員数 2 名(予定) 

（9） 株主構成および所有割合 Infomart International Ltd.  100％ 
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3. 株式会社インフォマートインターナショナルの概要 

（1） 商号 株式会社インフォマートインターナショナル 

（英語表記：Infomart International Ltd.） 

（2） 代表者 董事長 米多比 昌治 (当社専務取締役) 

（3） 所在地 香港 

（4） 設立年月日 2009 年 5 月 15 日 

（5） 決算期 12 月 

（6） 資本金 2,400 万香港ドル 

（7） 主な事業の内容 海外におけるフード業界企業間電子商取引プラットフォーム 

｢FOODS Info Mart（フーズインフォマート）｣のライセンス販売 

（8） 役職員数 5 名（2009 年 6 月現在） 

（9） 株主構成および所有割合 株式会社インフォマート                      66.7％ 

三井ベンチャーズ・グローバル・ファンド投資事業組合   33.3％ 

 

4. 今後の見通し 

 この度設立する新会社は、2009 年 7 月（予定）より当社の連結子会社となり、その設立等に係るコストは、

2009 年 2 月 12 日発表の当社 2009 年 12 月期業績予想に海外展開の準備費用として織込んでおりますが、

今後、業績に重大な影響を与えることが判明した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以上 

 


